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基準10 財務 

（１）観点ごとの分析 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。ま

た，債務が過大ではないか。 

（観点に係る状況）  

 本校では，平成16年４月１日の独立行政法人化に伴い政府より承継した資産に加え，設備等の更新

を順次行っており，将来にわたって安定的な教育研究活動を遂行し得る資産を保有している（資料８

－１－①－２参照）。平成24年度末における資産取得額は一覧のとおりである（資料10－１－①－１）。 

また，自己資本比率は80％以上を維持しており，債務はない（資料10－１－①－２）。 

 

資料10－１－①－１ 

              

     （出典：総務課資料） 

 

資料10－１－①－２ 

 

      （出典：総務課資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

本校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するために必要な校地・校舎・設備等の資産を有

している。また，貸借対照表により財務状況を明らかにしており，適切な財政運営を行っているため

債務はない。 

 

 

観点10－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継続

的に確保されているか。 

（観点に係る状況）  

本校の経常的収入は，国から高専機構を通じて交付される運営費交付金のほかに，自己収入として

学生からの諸納付金である授業料，入学検定料，入学料及び財産貸付料等の雑収入があり，入学定員

を確保しており諸納付金は確保されている。運営費交付金については，今後も継続的に交付されるも

のであり，自己収入についても大幅な変動は無いため，経常的収入は継続的に確保されていると言え

る（資料10－１－②－１）。 

なお，平成23年度からの運営費交付金が著しく減少しているが，これは当年度より教職員人件費が，

高専機構本部において一括計上されたことに起因するものである。 

 

資料10－１－②－１ 

 

             （出典：総務課資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の経常的収入は，運営費交付金のほかに，学生からの諸納付金（授業料，入学検定料，入学料

等）であるが，入学定員を確保しており，諸納付金は確保されている。 

また，運営費交付金については，国から高専機構を通じて，継続的に交付されており，学校の目的

に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継続的に確保されている。 
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観点10－１－③： 学校の目的を達成するために，外部の財務資源の活用策を策定し，実行している

か。 

（観点に係る状況）  

本校における外部資金獲得のための取り組みとして，各種競争的資金の公募情報について，地域共

同テクノセンターを通じメール等で学内に周知するなど（資料10－１－③－１），外部資金の受入に

努力しており，文部科学省をはじめとする各省庁，日本学術振興会及びその他機関が公募する各種競

争的資金などに積極的に応募している（資料10－１－③－２）。 

また，科学研究費補助金獲得のための取り組みとしては，学外講師による，教職員向けの説明会を

実施している（資料10－１－③－３）。科学研究費補助金の採択件数にあっても，説明会の開催や申

請時における本校教員によるチェックにより増加傾向にあり，受託研究・共同研究，科学研究費補助

金及び寄附金等の外部資金獲得により経常的な収入を確保している（資料10－１－③－４）。受け入

れた外部資金は教育研究，管理運営に有効に活用されている。 

 

資料10－１－③－１ 

外部資金情報通知 

 

              （出典：地域共同テクノセンター資料） 
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資料10－１－③－２ 

 
※ 平成２５年度は６月１日現在 

（出典：企画室資料）  
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 資料10－１－③－３ 

平成23年度科学研究費補助金説明会案内 

 

   （出典：企画室資料） 

 

 資料10－１－③－４ 

 

      （出典：総務課資料） 
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（分析結果とその根拠理由） 

 外部資金の獲得については，文部科学省をはじめとする各省庁，日本学術振興会及びその他機関が

公募する各種競争的資金などに積極的に応募しており，科学研究費補助金の採択件数にあっても，説

明会の開催や申請時における本校教員によるチェックにより，各々増加傾向にある。受け入れた外部

資金は教育研究，管理運営に有効に活用されている。 

 

 

観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計画

等が策定され，関係者に明示されているか。 

（観点に係る状況）  

財務に関する項目を含めた高専機構の中期計画が策定され，その内容は本校ウェブページで関係者

に明示されている（資料10－２－①－１）。 

 また，各年度の予算に係る計画については，将来構想・戦略会議において予算配分方針を定め，そ

の方針により策定され適正に配分しており，運営会議での審議を経て校長が決定し，教員会議，学科

会議で教員に周知している（資料10－２－①－２～４）。 

 

資料10－２－①－１ 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構中期計画（財務に関する部分の抜粋） 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 

１ 収益の確保，予算の効率的な執行，適切な財務内容の実現 

共同研究，受託研究，奨学寄附金，科学研究費補助金などの外部資金の獲得に積極的に取り組み，

自己収入の増加を図る。 

 

（出典：総務課資料） 
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資料10－２－①－２ 
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資料10－２－①－２続き 

 

           （出典：平成24年度第４回運営会議資料） 
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資料10－２－①－３ 

 

      （出典：総務課資料） 

 

資料10－２－①－４ 

 

      （出典：総務課資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

財務に関する項目を含めた高専機構の中期計画が策定され，その内容は本校ウェブページでも明示

されている。 

 また，各年度の予算に係る計画については，予算配分方針に基づき策定され適正に配分しており，

教員会議，学科会議で教職員に周知している。 

 

 

観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（観点に係る状況）  

本校での支出については，高専機構本部の指示の下，財務会計システムを用いて毎月月次決算を行

い，経常費用が経常収益を上回ることが無いよう，厳正な管理に努めている。過去５年間の収支の状

況においては，次年度の改修工事に係る前払費用を計上していた平成20年度を除き，経常費用は常に

経常収益を下回っており，過大な支出超過は無い（資料10－２－②－１）。 

 

資料10－２－②－１ 

 

        （出典：総務課資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 財務会計システムを用いて収支の厳正な管理に努めており，経常収益が経常費用を上回っているこ

とから，収支の状況における過大な支出超過はない。 
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観点10－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む）

に対し，適切な資源配分がなされているか。 

（観点に係る状況）  

予算の配分方針は，中期目標・中期計画を達成することを念頭において，将来構想・戦略会議で検

討し，運営会議で了承を得ることとしている。 

 また，予算を柔軟に執行するために，教育研究上特に必要とされる経費については，教育研究活動

の活性化のため各学科，教員等からの申請により予算を重点的に配分するための，校長裁量による研

究推進援助費・教育研究設備維持管理費を設け，重点的に配分している（資料10－２－③－１～２）。 

 施設・設備の整備については，施設委員会，将来構想・戦略会議で全学的な見地から審議し，概算

要求等により予算要求するものを高専機構本部に要求し予算の確保を図っている（資料 10－２－③

－３）。 
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資料10－２－③－１ 

研究推進援助費一覧（抜粋）

 

 （出典：総務課資料） 
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資料10－２－③－２ 

     教育研究設備維持管理費一覧（抜粋） 

 

     （出典：総務課資料） 
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資料10－２－③－３ 

 

      （出典：総務課資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

予算配分は，方針の明示が行われ，会議の議を経た上で決定されている。校長裁量による研究推進

援助費・教育研究設備維持管理費は重点的に配分するなど，十分検討した上で決定し，適切な資源配

分が行われている。施設・設備の整備については，施設委員会，将来構想・戦略会議で全学的な見地

から審議し，概算要求等により高専機構本部に要求し予算の確保を図っている。 
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観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（観点に係る状況）  

高専機構として，一つの財務会計システムを構築しており，全国51高専はこのシステムにアクセス

し，統一された勘定科目・仕訳等により財務会計処理を行っている。 

 年度末決算後，このシステムにより財務諸表等が作成され，高専機構本部のウェブページで公開さ

れている。 

 高専機構会計規則第44条により，当該年度における資産・負債の残高並びに当該期間における損益

に関し真正な数値を把握するため各帳簿の締切りを行い，資産の評価，債権・債務の整理，その他決

算整理を的確に行って，所定の手続きに従って決算数値を確定している。 

また，高専機構理事長は，上記の整理を行った後，翌事業年度５月末日までに財務諸表を作成し，

公表することとなっている。 

 

資料10－３－①－１ 

高専機構財務諸表 

機構の事業 

情報公開ご案内 

 

 

◆各種資料   ◆個人情報の取扱   ◆セキュリティポリシー   ◆利益相反 

◆研究不正対応   ◆法人文書公開システム［外部リンク］ 

各種資料 

財務に関する情報 

   財務諸表 

     平成２３年度 NEW 

     平成２２年度 

     平成２１年度 

     平成２０年度 

     平成１９年度 

     平成１８年度 

     平成１７年度 

     平成１６年度 

 

   決算報告書 

     平成２３年度 NEW 

     平成２２年度 

     平成２１年度 

     平成２０年度 

 

http://www.kosen-k.go.jp/information.html
http://www.kosen-k.go.jp/privacy.html
http://www.kosen-k.go.jp/securitypolicy.html
http://www.kosen-k.go.jp/riekisohan.html
http://www.kosen-k.go.jp/kenkyuufusei.html
http://jkokai.kosen-k.go.jp/
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH23.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH22.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH21.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH20.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH19.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH18.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyoH17.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/documents/zaimusyohyo2.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH23.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH22.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH21.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH20.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/hajimete_list.html
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資料10－３－①－１続き 

     平成１９年度 

     平成１８年度 

     平成１７年度 

     平成１６年度 

     （出典：高専機構本部ウェブページ） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

高専機構本部は，翌事業年度５月末日までに財務諸表を作成し，公表している。 

 

 

観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（観点に係る状況）  

独立行政法人通則法第39条により，会計監査人による監査が明確に規定されているとともに，高専

機構会計規則第45条により，会計機関の義務及び責任並びに内部監査を明確に規定している（資料10

－３－②－１）。外部監査として，会計検査院による会計実地検査及び監査法人による各監査（期首・

期中・決算）がある。本校では，平成22年度に高専機構本部による内部監査・監事監査，平成23年度

に監査法人による監査を受けている（資料10－３－②－２～４）。 

 本校内部会計監査規程により，毎会計年度１回定期に監査を実施することとしており，また，平成

20年度から毎年，高専間相互監査を受けている（資料10－３－②－５～７）。 

 

資料 10－３－②－１ 

独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則(抜粋) 

 
       （出典：高専機構規程集） 

 

  

http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH19.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH18.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessanH17.pdf
http://www.kosen-k.go.jp/information/kessan.pdf
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資料 10－３－②－２ 

高専機構内部監査実施通知 

 

       （出典：総務課資料） 
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資料 10－３－②－３ 

高専機構監事監査実施通知 

 
       （出典：総務課資料） 
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資料 10－３－②－４ 

高専機構会計監査人監査実施通知 

 

       （出典：総務課資料） 
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資料 10－３－②－５ 

鶴岡工業高等専門学校内部会計監査規程(抜粋) 

（目的） 

第１条 独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第４５条の規定により実施する鶴岡工業高等

専門学校（以下「本校」という。）内部会計監査（以下「内部監査」という。）は、この規程の定め

るところによって行い、もって予算の執行及び会計処理の適正を期するとともに、業務運営の改善

を図ることを目的とする。 

（監査の時期） 

第６条 内部監査は、毎会計年度１回定期に実施しなければならない。ただし、校長が必要と認める

ときは臨時に実施することができる。 

       （出典：規程集） 

 

資料 10－３－②－６ 

平成 24高専間相互監査実施要項 

 

平成２４年度 高専相互会計内部監査の実施について 

 

１ 目 的 

 法人として各学校間の相互監査制度を確立し、他校の職員を監査員として実効性のある監査を実施

することで機構全体の会計内部監査体制を強化し、会計業務の適正且つ効率的な推進に資すると共

に、相互監査を通じて会計業務の改善に寄与することを目的とする。 

２ 根拠規則等 

(1) 会計規則（第３４号） 

第４５条 理事長は，予算の執行及び会計処理の適正を期するため，必要と認めるときは，特に命令

した教職員に内部監査を行わせるものとする。 

２ 内部監査について必要な事項は，別に定めるものとする。 

(2) 研究費等の管理・監査の実施方針 

第11の２ 各学校間の相互監査制度を構築し，内部監査体制の強化を図る。 

(3) 研究費等不正防止計画 

Ⅵ－② 本部は，各学校間の相互監査制度を構築し，各学校が独自に行っている内部監査から他校の

監査員による相互監査への移行を図り，内部監査体制を強化する。 

Ⅵ－④ 各学校間の相互監査制度の構築にあたっては，当該制度を機構全体の監査体制強化の取り組

みとして位置付け，各学校の監査員に対して必要な権限を付与する。 

３ 監査校・被監査校 

 平成２４年度 監査校・被監査校一覧表（別表のとおり） 

４ 監査日程 
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 平成２４年１１月から平成２５年１月までの間に、監査校・被監査校が協議して監査日程（２

日間程度）を決定する。 

※上記期間にて対応が困難な場合には、被監査校と相談の上、別途財務企画係まで相談願います。 

５ 監査員 

(1) 監査員の任命 

①監査員は、会計規則第４５条第１項に基づき、理事長が任命する。 

②監査員は３名とし、内１名は、原則として通常業務で監査を担当している課長、課長補佐若

しくは係長を充て、主任監査員とする。 

③特に必要とする場合には、上記に追加して監査員を派遣することができるものとする。 

(2) 監査員の責任 

監査員は、次の事項を遵守しなければならない。 

① 常に機構の利益を図ることを主眼として、監査の観点から事実を客観的に調査し、及び検討 

し、その評定に当たっては、公正不偏の態度で臨まなければならないこと。 

②不正、誤びゅうの摘発にあたるだけではなく、問題解決策を提案し、会計全般の改善向上に

資するよう心がけなければならないこと。 

③監査により知り得た事項を他に漏らしてはならないこと。 

④監査の実施並びに調書及び報告書の作成については、監査員として正当な注意をもって行わ

なければならないこと。 

(3) 監査員の権限 

監査員の権限は、次のとおりとする。 

①監査員は、被監査校の関係者に対し帳票及び諸資料の提出又は事実の説明その他監査実施上

必要な要求を行うことができること。 

②監査員は、必要により被監査校以外の関係者に対し、実査、立会、確認及び報告を求めるこ

とができること。 

③上記の要求を受けた者は、正当な理由なくしてこれを拒否し、又は虚偽の回答をしてはなら

ないこと。 

６ 監査事項 

 内部監査する事項は、次のとおりとする。 

 (1) 会計経理に関する規則等の適用に関する事項 

 (2) 予算実施計画に関する事項 

 (3) 金銭等の出納保管（金庫管守を含む。）その他資金管理に関する事項 

 (4) 資産の取得、管理及び処分に関する事項 

 (5) 決算報告書及び財務諸表に関する事項 

 (6) 契約に関する事項 

 (7) 旅費に関する事項 

 (8) 科学研究費補助金その他外部資金に関する事項 

  (9) 預り金に関する事項  
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 本部事務局財務課は、監査事項に係るチェックリストを作成するものとする。 

 監査員が特に必要とする場合には、上記事項に追加して監査を実施することができるものとす

る。 

７ 指摘事項等 

 監査の過程において発見した誤り、改善又は検討を必要とする事項については、その都度応対

者へ改善又は検討を要求し、チェックリストの所定欄へ【指示】又は【考究】と明記し、内容

を記入する。 

【指示】・・・会計処理について改めるよう要求したもの 

【考究】・・・確認、検討を要求したもの 

 監査の過程において疑義が生じた場合には、文書にて記録し、監査終了後に本部事務局財務課

へ照会し指示を仰ぐものとする。 

８ 監査結果の報告等 

 監査報告書（別紙）は、チェックリストを添付して、監査終了後２週間以内に、本部事務局財

務課財務企画係へ提出するものとする。 

 本務事務局財務課は、監査報告書を取りまとめ、年度内に理事長へ報告するものとする。 

 本部事務局財務課は、監査終了後、各校より意見等を聴取し、次年度以降の監査の改善に資す

る。 

９ 所要経費（旅費） 

 高専相互会計内部監査に要する経費（旅費）は、各校における所要額を別途措置する。 

１０監査事務 

 高専相互会計内部監査に関する事務は、本部事務局財務課において処理する。 

１１ 実施スケジュール 

９月     監査員の選定依頼及び任命 

１０月     監査受検準備等（監査校・被監査校間において調整が可能であれば監査実施を前倒

しすることも可能とします。） 

１１月～ １月 監査の実施 

２月末    監査報告書取りまとめ 

３月     フォローアップ調査 

       （出典：総務課資料） 
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平成 24高専間相互監査実施報告書(抜粋) 

別紙２ 

高専相互会計内部監査報告書 

 独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第４５条に基づき、内部監査を実施しましたので、下

記のとおり報告します。 

記 

被監査高専名 仙台高等専門学校 

監査実施日 平成２５年１月３０日 ～ １月３１日 

監査担当者 

仙台高等専門学校 管理課課長補佐 佐藤  均 

         管理課財務係長 及川 雄二 

         管理課契約係長 千葉 智明 

【監査結果の詳細】 

被監査部署及び対応者名：鶴岡工業高等専門学校総務課  

山口課長補佐（財務担当）、齋藤財務係長、川田用度係長、 

阿部施設係長 他 

①被監査部署の現状 

  会計事務処理組織は、総務課長、課長補佐（財務担当）、財務係（２名）、用度係（４名）、 

施設係（２名）の計１０名となっている。 

②監査結果により把握された重要な問題点と所見 

・別添「高専相互会計内部監査チェックリスト」事項を基に会計事務全般について聞き取り調

査及び書類確認・現場確認等を行ったところ、概ね良好な会計処理が行われていた。 

        

（出典：総務課資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校における財務に関する会計監査は，平成22年度に高専機構本部による内部監査・監事監査，平

成23年度には監査法人による監査を受けている。本校内部会計監査規程により，毎会計年度１回定期

に監査を実施することとしており，また，平成20年度から毎年，高専間相互監査を受けており会計監

査等は適正に行われている。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

  特になし 

 

（改善を要する点）  

  特になし 

 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

 本校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するために必要な校地・校舎・設備等の資産を有

するとともに，入学料・授業料等収入及び運営費交付金により経常的な収入が確保されている。また，

外部資金として地域産業との共同研究・受託研究の受入金額は増える傾向にあり，教育研究，管理運

営に有効に活用されている。 

 予算配分等は，将来構想・戦略会議・運営会議の議を経て決定し，教職員に周知している。 

財務会計システムを用いて収支の厳正な管理に努めており，経常収益が経常費用を上回っているこ

とから，収支の状況における過大な支出超過はない。 

校長裁量経費（研究推進援助費・教育研究設備維持管理費）は重点的に配分するなど，十分検討し

た上で決定し，適切な資源配分が行われている。施設・設備の整備については，施設委員会，将来構

想・戦略会議で全学的な見地から審議し，概算要求等により高専機構本部に要求し予算の確保を図っ

ている。 

財務諸表については，監事監査が行われている。また，監査法人の監査も行われ高専機構本部で取

りまとめ公表されている。 

本校内部会計監査規程により毎会計年度１回定期に監査を実施することとしており，高専機構内部

監査・監事監査，高専間相互監査を受け，会計監査等は適正に行われている。 


